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要 旨
本報告では，小学校生活科における体験学習を念頭におき，農林水産業の体験活動である教育ファーム
の活用の可能性と意義について予察的検討を行った。
日本における教育ファームとは，「自然の恩恵や食に関わる人々の様々な活動への理解を深めること等
を目的として，市町村，農林漁業者，学校などが一連の農作業等の体験の機会を提供する取組」とされ
（農林水産省消費・安全局消費者情報官 2007），食育推進の一環として推奨された。こうした教育ファー
ムの活動内容は，生活科における「具体的な活動や体験を通して，自分と身近な人々，社会及び自然との
かかわりに関心をもち，自分自身や自分の生活について考えさせるとともに，その過程において生活上必
要な習慣や技能を身に付けさせ，自立への基礎を養う。」（文部科学省 2017）という，学習目標と合致す
る部分が多い。すなわち，地域の人々との交流や動植物などの生命との触れ合いなど多様な活動によっ
て，単なる情愛的な動物愛護や地域社会を構成する一部の人たちへの断片的な「気付き」で終わらせるの
ではなく，体験をとおして，それらを結び付け，どのように自分自身の生活が成り立っているのか，を考
えさせ，理解させるための潜在的可能性を有していると言える。
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Ⅰ はじめに
1989年に改訂された学習指導要領により，小学
校の教育編成の中に，新たに生活科が「教科」と
して新設された。これは小学校低学年の社会科お
よび理科を廃止して設置されたものである。とは
いえ，川崎（2012）によれば，この生活科は，
「従来の学問領域から派生した科目ではなく社会
科及び理科を単純に統合した教科でもないという
特性を有している」という。実際，幼稚園や保育
園と小学校の接続問題，いわゆる「小 1プロブレ
ム」を如何に解消し，どのように小学校への教
育・学習環境にスムーズに児童・生徒を導いてい
くのか，さらに小学校中学年以降の理科や社会科
にどのように結び付けていくのか，という大きな
課題を有したものであった。バックボーンとなる
特定の学問領域を持たない新設の生活科は，いわ
ば，未知なるその教育内容をどのようなものにす
べきなのか，各小学校の現場においても議論がな
され，実践の試行錯誤がなされてきた
1)
。その中
で，特に重要視されたものの一つが体験学習で
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あった。
2008年に行われた学習指導要領の改訂において
も，「教科の目標については，○低学年児童の発
達の特性として，具体的な活動や体験を通して思
考する特徴があり，直接体験を重視した学習活動
を行うことで，意欲的な学習や生活をすることが
引き続き期待されていること，○身の回りの事象
を一体的にとらえ，生活者の視点から対象を全体
的にとらえ，考えることが求められていること，
○生活上必要な習慣や技能の育成が一層重視され
ており，その獲得は児童が意欲的に人や社会，自
然にかかわる学習活動の過程において，必要に応
じて行われることが重要となってきていること，
を踏まえて現行を維持する。」と述べられている
（文部科学省 2017）。ただし，その一方で，学習
指導要領の改訂のもととなった2008年 1月の中央
教育審議会の答申の中では，生活科の課題とし
て，「指定校などの調査などによると，学習活動
が体験だけで終わっていることや，活動や体験を
通して得られた気付きを質的に高める指導が十分
に行われていないこと」が改善点として指摘され
ている（文部科学省 2017）。
さらに，同答申の中では，生活科改善の基本方
針として，
第 1 に，「具体的な活動や体験を通して，人
や社会，自然とのかかわりに関心をもち，自分
自身について考えさせるとともに，その過程に
おいて生活上必要な習慣や技能を身に付けさせ
るといったその趣旨の一層の実現を図るため，
人や社会，自然とかかわる活動を充実し，自分
自身についての理解などを深めるよう改善を図
る。」
第 2 に，「気付きの質を高め，活動や体験を
一層充実するための学習活動を重視する。ま
た，科学的な見方・考え方の基礎を養う視点か
ら，自然の不思議さや面白さを実感する学習活
動を取り入れる。」
第 3 に，「児童を取り巻く環境の変化を考慮
し，安全教育を充実することや自然の素晴らし
さ，生命の尊さを実感する学習活動を充実す
る。また，小学校における教科学習への円滑な
接続のための指導を一層充実するとともに，幼
児教育との連携を図り，異年齢での教育活動を
一層推進する。」
と提言され（文部科学省 2017），より多様なレベ
ルでの意味ある体験学習の充実が図られることと
なった。端的に述べれば，単純に，「まちたんけ
ん」や「いきものとのふれあい」等を通じた児童
の「気付き」段階で，学習を終わらせるのではな
く，そこから，いかに知的好奇心を引き出し，自
分たちと社会や身近な自然環境との結び付き，成
り立ちを学ばせるとともに，その中で自分自身が
どのような位置づけにあるのか考えさせ，自立し
た生活者としての意識を醸成させていくことが学
習内容に具体的に反映されるよう求められたので
ある。
本稿では，こうした生活科の直接体験を重視し
た学習内容を踏まえ，近年，日本においても広ま
りつつある農林漁業体験学習，すなわち，教育
ファーム活動と小学校生活科の学習内容の関連性
およびその活用の可能性について，予察的検討を
行う。
Ⅱ 教育ファームの活動内容と生活科の学習内容
1 ．教育ファームとは
日本における教育ファームとは，「自然の恩恵
や食に関わる人々の様々な活動への理解を深める
こと等を目的として，市町村，農林漁業者，学校
などが一連の農作業等の体験の機会を提供する取
組」であり，「農林漁業者など実際に業を営んで
いる者の指導を受けて，同一人物が同一作物につ
いて 2つ以上の作業を年間 2 日以上の期間行う」
取組（農林水産省消費・安全局消費者情報官
2007）と定義づけられている。
もともとはヨーロッパ諸国において，学校教育
のみではなく，子どもから高齢者までが，自然や
農林水産業と触れ合う生涯体験学習の場として，
あるいは障がい者や精神的疾患をかかえる人々の
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セラピー効果や心的療養を目的として広がって
いった活動である。同時に，農山漁村の活性化，
いわゆるグリーン・ツーリズムの一形態としても
期待されている。教育ファームの先進国であるフ
ランスを例にとると，同活動の定義は，「教育を
目的として人々を受け入れ，農業や環境問題に親
しませる授業を行う農場である。」とし，次のよ
うな条件が通達・提示されている（大島・井上
2008）。
①家畜ないし耕作（あるいは両方）を提示する
施設であること。
②子どもや若者を，学校教育ないし校外活動の
枠内で受け入れていること。
③教育を目的とした活動であること。
④何らかの問題を抱えた人々が社会に溶け込む
ようにすることも使命としていること。
⑤受け入れは単発ではなく，頻繁におこなって
おり，その活動の発展を願っているファームで
あること。
⑥教育ファームには，農業生産のために存在す
る農場と，教育のために設立された農場とがあ
る。
⑦ネットワークに属するか否かは問題ではな
い。
⑧「教育ファーム」以外の呼称も認められる。
⑨教育ファームは関係する法律に従うものでな
ければならない。
⑦，⑧，⑨は制度上の条件であるが，教育
ファームが学校教育や福祉，都市・農村交流など
多面的な目的で設立されていることが分かる。と
りわけ，学校教育に関して，大島（1999）は，
「フランスの学校教育では，農業さらには自然や
環境問題に親しませるために，農場を訪れる授業
が行われ，このような授業を行うことができる農
場（ファーム）が「教育ファーム」である。」と
述べ，さらに，教育ファームでは，農場の訪問自
体を楽しみながら，食物の生産状況を学習し，高
学年の生徒は，教育ファームをとおして国語，算
数，社会，理科，図工，音楽，体育，道徳などあ
らゆる教科の学習が可能となり，現地におけるイ
ンパクトある教育効果が期待できる，としてい
る。
日本において，こうした教育ファーム活動が推
進される契機となったのが，2005年に成立した食
育基本法である。これを受けて，2006年には食育
推進基本計画が策定され，この食育の推進にあた
り，農林水産業の体験学習活動，つまり「教育
ファーム」が活発化していった
2)
(藤永 2009）。こ
の食育推進基本計画では，教育ファームに自ら取
り組む主体が存在する市区町村の割合を2006年か
ら2010年までの 5年間に42％から60％に引き上げ
ることを目標としていた。
2 ．生活科学習内容との関連性
では，このような教育ファームと小学校生活科
の体験学習はどのように結び付くのであろうか。
生活科の教科目標は次のように示されている
（資料 1 ）（文部科学省 2017）。
具体的な活動や体験を通して，自分と身近な
人々，社会及び自然とのかかわりに関心をも
ち，自分自身や自分の生活について考えさせる
とともに，その過程において生活上必要な習慣
や技能を身に付けさせ，自立への基礎を養う。
一方，教育ファームの教育的効果については，
農林水産省（2011）が，同事業の事例報告書の中
において，「 4 つの場づくり」として，資料 2 の
ように提示している。
この二つを比較してみると，植物（作物）や動
物（家畜）との触れ合いをとおした自然の理解，
生命教育，農林水産業に従事する人々との交流を
とおした地域社会との結び付き，それら全体の体
験をとおしたコミュニケーション能力や気付き，
発見したことの伝達情報能力の向上など，まさ
に，生活科の目指す学習目標と重なる部分が多く
見られる。しかも，農林水産業を学習対象とする
ため，単に生き物を飼育するだけでは分からな
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い，食料としての農作物や家畜の位置づけ，児童
たち自身がその生命を摂取することで生きている
こと，そうした生命を扱うことを生業とする人々
が身近に存在することを体験し，食料の確保や社
会関係の中での児童自身の位置づけを考えること
で，自らの生活を振り返ることが可能となろう。
繰り返しになるが，教育ファームには，例えば，
ただ「いきものはかわいい」，「いろいろなおしご
とをしているひとたちがいる」というような情愛
的な動物愛護や地域社会を構成する一部の人たち
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○自分と身近な人々，社会及
び自然とのかかわりに関心
をもつこと
○自分自身や自分の生活につ
いて考えさせること
○生活上必要な習慣や技能を
身に付けさせること
資料 1 小学校生活科における教科目標
（文部科学省（2017）より引用)
めざすは、４つの場づくり
教育ファームは、「食育」の場
教育ファームは「体験学習」の場
教育ファームは、「気づき」の場
教育ファームは、「変容・結びあい」の場
１
２
３
４
「食べること」の前に、「いのちを育てる仕事（農）」があることを伝えたい。人は、食べ物を育て、
その食べ物（いのち）に育てられていることを。
食育の基本は「体験」にあります。言葉で教え込むのではなく、リアルに体で感じ、気づき、発見
させること。そのための「本物体験の場」が教育ファー ムです。
子どもの未来を真ん中に、地域の結びあいが密になります。
・地域の良さ……人・風土・食文化など
・自然の力を生かす農業の良さ……おもしろさ
・自分の良さや可能性……やりとげた喜び
変容
・意識・行動の変化（食べ物の好き嫌いなど）
五感フル回転の
体験を通して
気づく
親（家庭）が変わる
（会話が増える）
子どもが変わる
（連携が強まる）
地域（学校）が変わる
生産者（農家など）が変わる
（やりがい・生きがい）
資料 2 教育ファームの目的と期待される効果（農林水産省（2011）より引用)
への断片的な「気付き」で終わらせるのではな
く，体験をとおして，それらをリンクさせ，どの
ように自分自身の生活が成り立っているのか，を
理解させ，自身の成長，ひいては自立について考
えさせるための潜在的可能性を有していると言え
る。これは，他教科との連携や中学年以降の理科
および社会科への接続にも繋がっていく。
Ⅲ 最近の日本における教育ファームの実践状況
とその特徴
農林水産省では，2006年度より，全国的な「農
林漁業体験学習の取組（教育ファーム）実態調
査」を行っている。この調査は，「自然の恩恵や
食に関わる人々の様々な活動への理解を深めるこ
と等を目的として，農作業等の体験の機会を提供
する教育ファームに取り組んでいる市区町村の実
態を把握するために実施した農林漁業体験学習の
取組（教育ファーム）実態調査結果を取りまとめ
る。」とし，食育基本法にもとづき，2006年 3月
に策定された「食育推進基本計画」を基軸とし
て，教育ファームに取り組んでいる市区町村の把
握を目的としたものである。すでに，筆者は，拙
稿（藤永 2009）において，2006年度の同調査結
果をもとにして，日本における教育ファームの実
践状況と地域的差異の一端を明らかにしている
が，本章では，生活科と教育ファームの関連性を
念頭におきつつ，その後の傾向について新たな
データを付け加えながら分析を行うこととする。
現在のところ，農林水産省のホームページを管
見する限りでは，「農林漁業体験学習の取組（教
育ファーム）実態調査」の結果は，第 1 報とし
て，2010年までが掲載されている
3)
。ただし，
2007年度より調査項目の基準と内容が変更されて
いるため，同年以降の 4年間を対象に概要を見て
いく。
図 1は，2007年度から2010年度までの，全国に
おける教育ファームの取組を行っている主体が存
在する市区町村の割合の変化を示したものであ
る。この図によれば， 4年間の間に，着実に教育
ファームの取組を行っている主体が存在する市区
町村の割合は増加しており，2010年度には80％弱
まで伸びている。農林水産省が目標としていた，
教育ファームに自ら取り組む主体が存在する市区
町村の割合を2006年から2010年までの 5 年間に
42％から60％に引き上げることはクリアしてい
る。
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図 1 全国における教育ファームの取組を行っている主体が存在する市区町村の割合の変化
(農林水産省「農林漁業体験学習の取組（教育ファーム）実態調査」をもとに作成。)
続いて，図 2 には，「教育ファーム」の取組主
体別の市区町村数の変化を示した。各年度とも，
教育ファームの取組主体の中で最も多いのは教育
機関（保育園・幼稚園・小学校・中学校）等であ
る。2007年度は，教育機関等が取組主体となる自
治体数は800で，2010年度には，922とわずかだが
増加する。次に多いのが農林漁業者等で，2007年
度は536，2010年度は585となっている。さらに，
教育委員会を含む市区町村が，2007年度は395，
2010年度は508と増えている。一方で，その他民
間団体による取り組みは少なく，2007年度は211，
2010年度は252と微増しているにすぎない。こう
してみると，日本の教育ファーム活動において
は，当然ながら，一定数の農林漁業者が存在する
ものの，学校などの教育機関による取り組みが盛
んであり，しかも，教育委員会を含む市区町村を
合わせれば，教育・行政機関が中心的な役割を果
たしていると言える。
では，こうした教育ファーム活動が盛んである
教育機関においては，どのような活動が行われて
いるのだろうか。その指標として，教育機関等に
おける教育ファームでの取り扱い作物別の市区町
村数を示した（図 3）。なお，同項目は，2007年
度以降，調査されていないため，2006年度のデー
タを用いている。取り扱われる作物は，圧倒的に
米と野菜が多く，果実や酪農，魚介類に関する教
育ファーム活動は少ない。これは，教育機関と地
域との連携や，取り扱いやすさに起因すると思わ
れ，教育ファーム活動に限っては，全国において
米作りや野菜栽培などに特化したある意味類似し
た体験学習が行われていると推察される。
Ⅳ 小学校生活科における教育ファームの活用に
むけて
ここまで，小学校生活科における学習内容を念
頭におきつつ，特に体験学習に注目して簡単だが
整理し，その教育ファームとのつながりや同活動
の実践状況，特徴について述べてきた。
学習指導要領において，「生活科では，児童が
直接地域に出て，自分と地域の人々，社会及び自
然とのかかわりに関心をもち，自分とのかかわり
が具体的に把握できるようにすることが重要であ
る。自分と地域の人々，社会及び自然とのかかわ
りが具体的に把握できるとは，自分も地域の
人々，社会及び自然の中で生活している者の一人
であり，よりよい生活者になることを願って生活
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(農林水産省「農林漁業体験学習の取組（教育ファーム）実態調査」をもとに作成。)
している者として，地域の人々，社会及び自然な
どをとらえることである。そのためには，実際に
地域の人と話をしたり，地域の施設を利用した
り，地域の自然に触れたりするなどの直接かかわ
る活動や体験を行うことが欠かせない。」とし，
校外での活動を積極的に取り入れるよう指示して
いる（文部科学省 2017）。
こうした生活科の教科の特徴から，授業におけ
る教育ファーム活用の可能性は十分にあると思わ
れる。しかも，前章で述べたように，教育ファー
ムの取組主体の大半は小学校をはじめとする教育
機関であり，すでに，生活科における活用の基盤
は出来上がっている。また，総合的な学習の時間
と組み合わせるなどすれば幅広い体験活動も可能
となる。
ただし，同時に，課題も浮かび上がってくる。
例えば，米作りや野菜栽培など，全国で同じよう
な体験学習が行われていることである。全国はも
ちろん，同じ市区町村内においても，海岸や平
野，山間，あるいは都市と農山漁村など様々な地
域に小学校は立地し，学区ごとに多様な自然環境
とそこを生活の舞台とする多様な人々のくらしの
あり方が存在する。そうした地域の特性を活かし
た体験学習を行うよう工夫すべきであろう。もち
ろん，限られた授業時間数の中での制約は大きい
だろうが，児童にとって，本当に身近な地域や自
然環境を教材とした体験学習を行わなければ，彼
ら彼女ら自身の生活と社会や自然環境を結びつけ
て考える意味がなくなる。「地域は，児童にとっ
て生活の場であり学習の場である。したがって，
地域の素材や活動の場などを見出す観点から地域
の環境を繰り返し調査し，それらを教材化して最
大限に生かすことが重要である。」（文部科学省
2017）と指摘されているように，ある意味画一化
された体験学習では，とりわけ，小学校低学年の
児童にとっては，実感をともなわず，「気づき」
から知的好奇心を引き出し，さらなる学習の発展
に結びつけていくことは難しくなってくるであろ
う。これは，中学年以降の理科や社会科との接続
の問題にもつながっていく。その点においては，
教育ファーム自体の地域性にもとづく多様化が求
められよう。
また，効果的な教育ファームの利活用のために
も，教師自身が自分の勤める小学校の学区内外の
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注：2006年 2月6日現在における全国2,042市区町村のうち，回答のあった2,040市町村について，
集計したものである。
自然環境や産業，社会について理解，整理してお
くことが肝要となる。確かに，教師は各教科の授
業や学級経営，生徒指導，保護者対応など日々，
多忙な業務をこなさなければならず，教材開発の
ためとはいえ，勤務校の学区内を隅々まで回り，
題材を探すことには大きな制約がともなう。だ
が，教師が地域の実情を知らなければ，前述した
ような限られた画一的な体験学習しか提供できな
くなるうえに，児童のくらしと結びつけながら，
実感をともなった自分たちの地域への愛着を芽生
えさせることもできないであろう。
さらに言えば，こうした課題を克服するために
も，教師や学校側が地域とのつながりをいかに形
成し，維持していくのかがポイントとなる。学習
の場を校内から校外へと広げ，実際の地域社会の
人々との交流や体験活動を実践するためには，学
区内の農林水産業従事者はもちろん，地元の商工
組合や農業協同組合，漁業組合等の各種団体や自
治会，婦人会，老人会といった地縁的組織との協
力関係を構築しておかなくてはならない。限られ
た時間の中で授業を展開しなければならない状況
だからこそ，また効率的に学習を進めるために
も，そうした地域との連携が不可欠となろう。
Ⅴ むすびにかえて
以上のように，教育ファームは，学校における
教育実践という観点からすればいくつかの課題を
有しながらも，生活科教材の一選択肢となりうる
可能性とその意義が見えてくる。教育ファーム
は，あくまで体験学習のための一つのツールであ
るが，次稿では，こうした教育ファーム活動が，
実際に，学校現場でどのように活用されているの
か，事例をもとに報告したい。
注
1 ）安東（2005）を参照のこと。
2）これに関して，教育ファームの取り組みを推進するた
めに必要な方策等について検討するため，農林水産省消
費・安全局長の諮問機関として，農林水産省教育ファー
ム推進研究会が設置されている。また，1998年に社団法
人中央酪農協議会によって設置された「酪農教育ファー
ム推進委員会」の規定により，「教育の場としてふさわ
しい機能と環境を備えた牧場」を「酪農教育ファーム」
としている。
3）農林水産省・農林漁業体験学習の取組（教育ファー
ム ） 実 態 調 査． http: //www. maff. go.
jp/j/tokei/kouhyou/taiken_gakusyu/（ 最 終 閲 覧 日：
2017年 6月22日）
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